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１．本研究の概略 

 2015 年 9 月の国連サミットで「持続可能な

開発目標（SDGs）」が採択されたことを受け、

2016 年 5 月に総理大臣を本部長とする「SDGs

推進本部」が設置され、同年 12月には「SDGｓ

実施指針」が策定された。この指針では、「持

続可能で強靭、そして誰一人取り残さない、経

済、社会、環境の統合的向上が実現された未来

への先駆者を目指す」ことがビジョンとして

示され、我が国の SDGs モデルの具体化に向け

て注力すべき 8 つの優先課題と具体的施策を

掲げている。優先課題の 1つである「生物多様

性、森林、海洋等の環境保全」の具体的施策と

して挙げられたのが「地域循環共生圏の構築」

である。 

 地域循環共生圏は、都市部は資金や人材、農

産漁村は自然資源などの地域資源を活用して、 

「自立・分散型」の社会を形成し、補完し支え

合うことによって地域の活力が最大限に発揮

されることを目指すというもので、2018 年に

閣議決定された「第五次環境基本計画」では、

環境・経済・社会の統合的向上の具体化の鍵の

1つと位置付けられ、環境省が中心となってそ

の構築に向けて「地域循環共生圏づくりプラ

ットフォーム事業」に取組んでいる。2019 年 5

月には各地域での活動の主体となる団体が選

定され、2021 年 6月時点では 36 団体が地域循

環共生圏として選定されている。 

 本研究では、民間が主体となって地域循環

共生圏の構築に取組んでいる滋賀県東近江市

を対象に、地域循環共生圏構築のプロセスと

マネジメント、中間支援組織が果たす役割、民

間が主体となるメリットと課題について考察

した。 

２．本研究の内容 

 地域循環共生圏政策の概要、実践地域、活動

団体の活動状況、関連する政策など地域循環

共生圏に関する基本事項と東近江市の概要と

地域循環共生圏づくりに関連する政策及び東

近江市の中間支援組織である NPO 法人まちづ

くりネット東近江（以下、まちづくりネット）

の設立経緯、活動状況、地域内の各種団体との

関係性、東近江市の政策における位置づけに

ついて文献調査を行った。また 2020 年 7 月に

まちづくりネットの代表者とスタッフ 1 名に

インタビュー調査を実施した。 

 

３．本研究で明らかにしたこと 

(1) 地域循環共生圏の創造に取り組む活動

主体  

 環境省は、2019 年から「地域循環共生圏づ

くりプラットフォーム事業」として、「地域の

総合的な取組となる経済合理性と持続可能性

を有する構想策定及びその構想を踏まえた事

業計画の策定」、「地域の核となるステークホ

ルダーの組織化」等の環境整備に国と連携し

て取り組む団体を公募・選定している。初年度

の 2019 年には、66 件の応募があり 35 団体が

選定されたが、その種別は地方公共団体が 15

件（43％）と最も多く、協議会や第三セクター、

公益財団法人、一般財団法人（公共系）などが

12 件（34％）と 8 割近くの団体が地方公共団

体及び地方公共団体が深く関与していると考

えられる団体で占められている（表 1）。 

 

表 1 2019 年度選定の地域循環共生圏活動主

体の種別 

 
注）地域団体は、地方公共団体を意味する場合もあるが、こ

こでは一定地域に居住している人々の集団をさす。 



出典：小畑（2020）より筆者作成  

(2) 東近江市の取組み 

 選定地域の多くが地方公共団体を中心とす

る団体が主体となって地域循環共生圏の構築

に取り組む中で、NPO 法人が主体となっている

のが東近江市である。東近江市は、八日市市を

中心に 2005 年と 2006 年に周辺の市町を合併

して誕生した豊かな自然と多彩な文化を持つ

都市で、合併直後から市民と行政が連携して

環境行政に取組んできた（表 2）。2017 年に公

表した「第 2次東近江環境基本計画（以下、環境計画）」では、「東近江市が持つ豊かな自然と市

民の営みが有機的につながり、市民が豊かさを感じる循環共生型社会」を目指す将来像とし、①

地域資源の活用、②地域資源の見直し、保全・再生、③地域資源をつなぐ仕組みづくり、という

3 つの基本方針によって具体的な取組みを進めることを謳っており、地域資源を活用して市内外

と共生の関係性をつなぐため、地域の金融機関、事業者、NPO、行政等が参加するソーシャル・イ

ンパクト・ボンド（Social Impact Bond、以下 SIB）「公益財団法人東近江三方よし基金（以下、

三方よし基金）」を設立した。SIB は、投資家から集めた出資金を地域課題に取り組む地元事業者

の事業資金として投資し、事業実施前に決定した成果目標が達成された場合に限り、基礎自治体

が中間支援組織等を通じて出資者に元本返済や利息払いを行うもので、行政や民間事業者、資金

提供者等の官民が連携して社会的課題の解決を目指す仕組みとして、現在全国で様々な課題解決

のために活用されている。 

 地域課題を解決するための事業の継続・発展を支え、環境計画が目指す循環共生型社会の実現

するためには、資金的な支援だけでなく非資金的な支援が重要となる。東近江市の地域循環共生

圏構築において、非資金的支援を行うのが「東近江市環境円卓会議」の事務局でもある「NPO 法

人まちづくりネット東近江（以下、まちづくりネット）」であり、資金的支援を行う三方よし基金

と非資金的支援を行うまちづくりネットが両輪となり、東近江市の地域循環共生圏構築を推進し

ている（図 1）。 

 

 
図 1 東近江市の地域循環共生圏事業の組織体系 

出典：まちづくりネット「誰もがまちの創り人となる社会を目指して」 

表 2 東近江市の環境行政 

 



 

(3) まちづくりネットの活動 

 

表 3 まちづくりネットの活動 

 

出典：まちづくりネット「認定特定非営利活動法人まちづくりネット東近江 誰もがまちの創り人となる社会を目指して」を基

に筆者作成 

 

表 4 まちづくりネットの地域循環共生圏事業に関する活動 

 

出典：まちづくりネット「誰もがまちの創り人となる社会を目指して」を基に筆者作成 

 

 

 まちづくりネットは、2011 年に任意団体と

して設立された中間支援団体である。2013 年

に NPO 法人化され（2018 年に認定 NPO 法人）、

東近江市を中心に地域で様々な活動を行う

人々と「つながる」、「ひろがる」、「支え合う」

をテーマに事業を展開している（表 3）。 

 まちづくりネットの事務所は東近江市が所

有する建物に置かれているが、約 3500 万円の

年間活動資金は、環境省や東近江市等からの

受託事業収入が 70％、事務支援や講座参加費、



会費等の自主財源が 25％、残り 5％は寄付金

収入で賄われており、補助金に頼ることなく

行政から独立した組織として自立した運営が

行われている。役員は、14名の理事と監事 1名

で構成され、常勤職員 4 名と非常勤職員 1 名

（女性 3 名、男性 2 名）の計 5 名で運営され

ている。5名の職員のうち、事務局長の E氏と

常勤職員の M 氏は、設立当初からのメンバー

である。三方よし基金の設立に当たっては、そ

の準備段階から係わり、準備会事務局として

寄付集めにも取り組み、基本資産である 300万

円余りを 772 名から集めた。表 4は、地域循環

共生圏事業を非資金的側面から支援するまち

づくりネットの活動である。 

 表 3 と 4 から明らかなように、地域循環共

生圏支援事業に関わる活動は、三方よし基金

が設立されてから始まったものではなく、ま

ちづくりネットが長年にわたり実績を積み上

げてきた活動が大部分を占めている。すでに

地域活動のプラットフォームとしてまちづく

りネットワークが行っていた非資金的支援に

SBI という手法を取り入れた資金的支援が加

わることで、コミュニティビジネスの創出が

加速され、東近江の地域循環共生圏の創造を

より確実に推し進める体制が築かれたと考え

られる。 

 東近江市の SBI では、審査会でのプレゼン

テーションを経て出資が決定されるが、１つ

のプロジェクトへの投資は原則募集金額の総

額は 50 万円、1口 2万円なので「応援者を 25

名」集めるという意味がある。出資を受けた事

業を対象に年 3 回相談会が設けられており、

日々の相談だけでなく定期的に進捗管理を行

う体制が整えられている。このように出資後

も事業が軌道に乗るまでは事業者に寄り添っ

たきめ細かな支援が行われており、これまで

支援を受けたすべての事業者が当初の目標を

達成し市内で活動を続けている。 

 

(4) まとめ 

 東近江市は合併で誕生した比較的新しい市

であるが、合併した市町はいずれも歴史的に

自治意識が強く、また「近江商人」として知ら

れる商人の町であった。また山間部の奥永源

寺地区にある小椋谷は、我が国の木工文化の

礎を作った「木地師」発祥の地として知られ林

業遺産に認定されている。シビックプライド

（愛着や誇り）は、地域活動の原動力になると

いわれているが（島袋・三嶋 2020）、東近江市

がもつ歴史的な背景は、活発な市民活動が展

開されている１つの要因であろう。 

 まちづくりネットは、市とコミュニケーシ

ョンを密に取りながら独立した民間の組織と

して活動している。地方自治体の場合、人員の

異動が定期的に行われるため、1人の担当者が

継続して１つの事業に関わることは難しい。

多様な組織や人を結び、協働していくための

ネットワークづくりには、長い時間がかかる。

またまちづくりネットが行っているような多

彩な活動を１つの部署で柔軟に行うことにも

困難が伴う。もともと実績のある民間の中間

支援組織を活用し、不足していた資金面の支

援の仕組みを取り入れた東近江市の地域循環

共生圏の創造に多くの示唆を与えてくれる事

例である。 
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５．外部資金（科研費を含む）事業への申請予

定等の今後の展開について 

 本研究の調査対象であった東近江市を含め、

地域活性化に益する地域のエコシステムに関

する研究について、科研費及び社会科学系を

対象とした研究助成への申請を予定している。 

 

 

 

 

 


